ヒアリング・シート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者：小島

	日時
	2002年１２月２５日（水）午後１時～

	場所
	碧南市役所都市計画課

	対象者
	本多隆夫補佐、生田由也主査、佐藤弘実技師

	住所
	愛知県碧南市松本町28番地

	電話番号
	０５６６－４１－３３１１

	碧南市役所都市計画課ヒアリング報告

· いきさつ
碧南市は瓦・煉瓦の地場産地である。

その碧南市東山地区の県道の歩道拡幅をするという計画が持ちあがった。

地元から景観に配慮したものを作ってほしいという要望があり、地場産業でもある煉瓦を使った住民参加型の道路整備を整備することとした。

· 住民参加をどのように行ったか？
碧南市に関しては、道路整備への住民参加は市役所が誘導したのではなく、住民が自発的に事業への参加を要請してきたことがはじまりである。

県道の拡幅計画の中で歩道を拡幅することとなり、説明会を開催し住民に説明した。すると、前々から歩きやすく景観に配慮した歩道をつくってほしかったという住民からの要請から、「道づくりに参加しよう」という声があがった。さらに、地場産業でもある煉瓦を使った道づくりをしたいという声もあがった。

· プロセス
まず、住民が地元の祭り会場を利用して煉瓦を製作した。煉瓦用粘土は1個200円で販売した。それに住民が思い思いの絵を書いて、地元の工場が協力して焼き、寄付（道路材料の現物支給）という形で住民から市へ贈った（約8000個　68万円相当）。それを市が設計している中に組み込んでいった。デザインは都市計画課が中心ですすめ、車の乗り入れのところを煉瓦舗装にし、その他をカラーアスファルトで舗装した。

· 維持管理
維持管理に関しては、市と県が管理協定を結んだ。さらにここでも住民から要請があった。それは、まだ街路樹が植えられていないが、これから植える一部分を地元の住民で管理させてくれないかというものであった。さらに強度のある「焼きすぎ煉瓦」を使い、配置も目地をとるように配置して壊れにくくするために工夫した。

· 困難だったこと

この事業は県道の拡幅に伴ったものなので、県から資金が出る。しかし、県は通常の黒舗装を予定していた。住民の意見を反映させるために市が4000万円負担しようとした。すると市から「県道の整備なのになぜ市が資金を負担するのか？」という意見がでた。それを説得することは困難だった。

維持管理の問題も県と掛け合って決定しなくてはならないので大変だった。

· 効果
住民にとって自分たちの道ができたという満足感と道を大切にしようという意識付けができた。また、住民からの公募という形で「東山地区ふれあい煉瓦通り」という愛称がつき親しまれている。さらに地元からのイベント（スタンプラリー・歩道を歩いて自分の煉瓦を探そう）の案内が市長に届くなど、住民と行政との距離が縮まった。現場に行って感じたことは、ごみがまったくといっていいほど落ちていないことで、そこにも住民の意識が高いことがうかがえた。

· 今後のまちづくりに向けて
今回の事例を起爆剤として住民参加型のまちづくりをする。住民との合意形成を住民と一緒に事業を進めていくうえで自然と進めていき、事業の実現に結びつけたい。

· ヒアリングに行ってみて
ここには、瓦や煉瓦の地場産業があった。ここでは昔伝統的なだるま窯や野焼きなどトンネルキルンなどの近代窯とは違った方法で煉瓦を焼いていた。この方法で煉瓦が作れれば世界でも日本の各地でも住民参加型施工の道路はできる。これは施工コストを抑えることにもつながり、世界的な規模で低コストに住民参加型施工の道路が実現できるのではないか。
また、碧南市の場合には住民の中からリーダー的な存在の方が出てきたことも成功につながった要因である。地方で地場産業のある地域はたくさんある。それをまちづくりにうまく生かしていくと住民と行政のつながりのあるまちづくりができるのではないか。それには、コーディネーターの存在が重要になってくるのではないか。

例えば、そういった産業のない地域や海外の例を考えてみても、コーディネーターをその地域に派遣し、その地域でだるま窯の作り方や野焼きの方法を教えることによって住民参加型施工の道路ができる。また、ほかの方法を発掘し地域に会った住民参加型施工ができるはずである。それによって、まちの特徴を生かした良いまちづくりをしていけるのではないだろうか。




